
平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 12年 11月 17日

上   場   会   社   名       タカノ株式会社 上場取引所 東

コード番号       7885 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役 長野県

　　　　 氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　野溝　郁文 TEL (0265) 85 - 3150

中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 17日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　 　    平成  -年  -月  -日

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）

(1)経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 8,792 13.6 897 73.7 926 90.7
11年 9月中間期 7,740 △ 3.7 516 10.9 485 14.4
12年 3月期 17,753 1,522 1,441

百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 407 66.1 25.92
11年 9月中間期 245 △ 13.5 15.61
12年 3月期 812 51.68
(注)①期中平均株式数    12年 9月中間期 15,721,000 株   11年 9月中間期 15,721,000 株   12年 3月期 15,721,000 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）12年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当 0 円 00 銭 

12年 9月中間期 0.00 －    特別配当 0 円 00 銭 

11年 9月中間期 0.00 －

12年 3月期 － 17.00

(3)財政状態

１株当たり

株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 28,764 22,517 78.3 1,432.34

11年 9月中間期 27,000 21,240 78.7 1,351.07

12年 3月期 29,525 22,297 75.5 1,418.33

(注)期末発行済株式数    12年 9月中間期 15,721,000 株   11年 9月中間期 15,721,000 株   12年 3月期 15,721,000 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 19,500 1,950 970 17.00 17.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   61 円 70 銭 

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期）純利益
１ 株 当 た り 中 間

 ( 当 期 ） 純 利 益

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

１株当たり年間配当金
売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益
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中 間 財 務 諸 表 等

中 間 貸 借 対 照 表 　　（単位：千円）

期　　別 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度の　
要約貸借対照表

（平成11年９月30日現在) （平成12年９月30日現在） （平成12年３月31日現在）

科　　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

　（ 資 産 の 部 ） ％ ％ ％ 

Ⅰ  流　　動　　資　　産

 1. 現 金 及 び 預 金※3 8,558,608 7,871,829 8,142,202

 2. 受 取 手 形※4 306,546 836,401 416,247

 3. 売 掛 金※3 4,747,506 5,906,194 7,354,113

 4. 棚 卸 資 産 1,196,398 1,529,937 1,061,671

 5. そ の 他 258,346 415,228 437,191

 6. 貸 倒 引 当 金 24,91324,913 26,88326,883 38,58538,585

流 動 資 産 合 計 15,042,493 55.7 16,532,707 57.5 17,372,841 58.8

Ⅱ  固　　定　　資　　産

   (1) 有 形 固 定 資 産

 1. 建 物※1.2 1,946,663 1,863,212
1,878,503

 2. 機 械 及 び 装 置※1.2 1,277,903 1,150,105
1,156,504

 3. 土 地※2 4,505,137 4,505,137 4,505,137

 4. そ の 他※1.2 509,432 543,182 509,878

有 形 固 定 資 産 合 計 8,239,136 30.5 8,061,638 28.0 8,050,023 27.3

   (2) 無 形 固 定 資 産 ※2 330,892 1.2 263,215 0.9 290,936 1.0

   (3) 投資その他の資産

 1. 投 資 有 価 証 券 3,361,455 3,490,412 3,342,439

 2. そ の 他 213,144 576,052 628,321

 3. 貸 倒 引 当 金 186,735186,735 159,810159,810 158,710158,710

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 3,387,864 12.6 3,906,653 13.6 3,812,050 12.9

固 定 資 産 合 計 11,957,894 44.3 12,231,508 42.5 12,153,010 41.2

資 産 合 計 27,000,387 100.0 28,764,216 100.0 29,525,852 100.0

  ( 負 債 の 部 ） 

Ⅰ  流　　動　　負　　債

 1. 支 払 手 形 2,046,089 2,362,145 2,814,595

 2. 買 掛 金 826,288 1,048,326 1,363,515

 3. 一 年 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金 ※2 170,800 170,800 170,800

 4. 未 払 法 人 税 等 232,055 289,484 389,710

 5. 未 払 消 費 税 等※5 45,900 29,915 79,200

 6. 賞 与 引 当 金 334,073 347,336 322,158

 7. そ の 他 412,540 604,253 466,482

流 動 負 債 合 計 4,067,746 15.0 4,852,260 16.9 5,606,461 19.0

Ⅱ  固　　定　　負　　債

 1. 長 期 借 入 金※2 405,900 235,100 320,500

 2. 退 職 給 与 引 当 金 1,127,873 - 1,136,214

 3. 退 職 給 付 引 当 金 - 1,088,941 - 

 4. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 158,750 70,100 165,100

固 定 負 債 合 計 1,692,523 6.3 1,394,141 4.8 1,621,814 5.5

負 債 合 計 5,760,269 21.3 6,246,401 21.7 7,228,276 24.5

－  20  －
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　　（単位：千円）

期　　別 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度の　
要約貸借対照表

（平成11年９月30日現在) （平成12年９月30日現在） （平成12年３月31日現在）

科　　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

％ ％ ％ 

　( 資 本 の 部 ）

Ⅰ 資 本 金 2,015,900 7.5 2,015,900 7.0 2,015,900 6.8

Ⅱ 資 本 準 備 金 2,157,140 8.0 2,157,140 7.5 2,157,140 7.3

Ⅲ 利 益 準 備 金 503,975 1.9 503,975 1.8 503,975 1.7

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金

   (1) 任 意 積 立 金 15,800,000 16,559,600 15,800,000

   (2) 中  間 (当 期) 未 処 分 利 益 763,102 1,196,133 1,820,561

そ の 他 の 剰 余 金 合 計 16,563,102 61.3 17,755,733 61.7 17,620,561 59.7

Ⅴ その他有価証券評価差額金 - - 85,066 0.3 - - 

資 本 合 計 21,240,117 78.7 22,517,814 78.3 22,297,576 75.5

負 債 資 本 合 計 27,000,387 100.0 28,764,216 100.0 29,525,852 100.0

－  21  －



中 間 損 益 計 算 書

　　（単位：千円）

期　　 別 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度の　
要約損益計算書

自　平成11年４月１日 自 平成12年４月１日自 平成12年４月１日 自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日 至 平成12年９月30日 至　平成12年３月31日

　　科　　　目 　金　　　　額 構成比 　金　　　　額 構成比 　金　　　　額 構成比

％ ％ ％ 

Ⅰ 売 上 高
7,740,581 100.0 8,792,398 100.0 17,753,920 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 6,285,491 81.2 6,854,132 78.0 14,189,760 79.9

売 上 総 利 益 1,455,090 18.8 1,938,266 22.0 3,564,159 20.1

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 938,340 12.1 1,040,452 11.8 2,041,463 11.5

営 業 利 益 516,750 6.7 897,813 10.2 1,522,696 8.6

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※1 45,034 0.6 36,885 0.4 86,114 0.4

Ⅴ 営 業 外 費 用※2 75,794 1.0 8,213 0.1 167,784 0.9

経 常 利 益 485,990 6.3 926,486 10.5 1,441,025 8.1

Ⅵ 特 別 利 益 15,542 0.2 60,896 0.7 29,894 0.2

Ⅶ 特 別 損 失 ※3 9,999 0.1 264,466 3.0 55,651 0.3

税引前中間(当期)純利益 491,532 6.4 722,915 8.2 1,415,269 8.0

法人税、住民税及び事業税 246,190 3.2 294,929 3.4 640,066 3.6

法 人 税 等 調 整 額 - - 20,558 0.2 37,21137,211 0.2

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 245,342 3.2 407,428 4.6 812,414 4.6

前 期 繰 越 利 益 517,760 548,305 517,760

過 年 度 税 効 果 調 整 額 - - 490,386

退 職 手 当 積 立 金 取 崩 額 - 240,400 - 

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 763,102 1,196,133 1,820,561

－  22  －

） （ ）( ) (

△ △
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

期 別 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度
自 平成11年４月１日 自 平成12年４月１日 自 平成11年４月１日

項 目 至 平成11年９月30日 至 平成12年９月30日 至 平成12年３月31日

1.正規の決算にお (1)減価償却費の計上方法
いて採用してい 中間会計期間末における
る会計処理の原 固定資産の年間減価償却
則及び手続と異 費見積額を期間により按
なる会計処理の 分して計上しております｡
基準 (2)退職給与引当金繰入額お

よび役員退職慰労引当金
繰入額の計上方法

退職給与引当金繰入額
中間会計期間末在籍者が
引き続き事業年度末まで
在籍するものとして算出
した年間繰入見込額を期
間により按分して計上し
ております。

役員退職慰労引当金繰入額
内規に基づく年間繰入見
積額を期間により按分し
て計上しております。

(3)法人税及び住民税ならび
に事業税の計上方法
中間会計期間を一事業年
度とみなして中間申告を
行うこととした場合の税
額を計上しております。

2.資産の評価基準 (1)棚卸資産 (1)棚卸資産 (1)棚卸資産
及び評価方法 製品、仕掛品及び原材料 製品、仕掛品及び原材料 製品、仕掛品及び原材料

総平均法による原価法 同 左 同 左
貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品
最終仕入原価法による原 同 左 同 左
価法

(2)有価証券 (2)有価証券 (2)有価証券
取引所の相場のある有価証 その他の有価証券 取引所の相場のある有価証
券 時価のあるもの 券
移動平均法による低価法 中間決算日の市場価格等 移動平均法による低価法
(洗替え方式) に基づく時価法(評価差 (洗替え方式)

額は全部資本直入法によ その他の有価証券
り処理) 移動平均法による原価法

時価のないもの
移動平均法による原価法

3.固定資産の減価 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産
償却の方法 法人税法に規定する方法 定率法 法人税法に規定する方法

と同一の基準による定率 と同一の基準による定率
法 法

(2)無形固定資産 (2)無形固定資産
定額法 法人税法に規定する方法
ただし、自主利用のソフ と同一の基準による定額
トウェアについては、社 法
内における見込利用可能 ただし、自主利用のソフ
期間(５年)にもとづく定 トウェアについては、社
額法を採用しておりま 内における見込利用可能
す。 期間(５年)にもとづく定

額法によっております。

4.引当金の計上基 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金
準 一般債権については貸倒 債権の貸倒による損失に

実績率により、貸倒懸念 備えるため、法人税法の
債権等特定の債権につい 規定による繰入限度相当
ては個別に回収可能性を 額(法定繰入率)を計上し
勘案し回収不能見込額を ているほか、債権の回収
計上しております。 可能性を個別に検討して､
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期 別 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度
自 平成11年４月１日 自 平成12年４月１日 自 平成11年４月１日

項 目 至 平成11年９月30日 至 平成12年９月30日 至 平成12年３月31日

貸倒見積額を計上してお
ります。

(2)賞与引当金 (2)賞与引当金
従業員の賞与の支給に充 同 左
てるため、支給見込額を
計上しております。

(3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金
従業員の退職給付に備え 従業員の退職金の支給に
るため、当事業年度末に 充てるため期末自己都合
おける退職給付債務およ 退職金要支給額を計上し
び年金資産の見込額に基 ております。
づき、当中間会計期間末
において発生していると
認められる額を計上して
おります。
なお、会計基準変更時差
異(423,655千円)について
は、5年による按分額を収
益計上しております。

(4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給 役員の退職慰労金の支給
に充てるため、内規にも に充てるため、内規にも
とづく中間期末要支給額 とづく期末要支給額を計
を計上しております。 上しております。

5.リ－ス取引の処 リ－ス物件の所有権が借主に 同 左 同 左
理方法 移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リ－ス取
引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

6.その他中間財務 (1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理
諸表作成のため 税抜方式によっておりま 同 左 同 左
の基本となる重 す。
要な事項

表示方法の変更

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度
自 平成11年４月１日 自 平成12年４月１日 自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日 至 平成12年９月30日 至 平成12年３月31日

前中間会計期間において､ ｢未払事
業税等｣として表示していた未払事
業税 (当中間会計期間50,050千円)
は､「未払法人税等」に含めて表示
しております。
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追 加 情 報

前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度
自 平成11年４月１日 自 平成12年４月１日 自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日 至 平成12年９月30日 至 平成12年３月31日

(自社利用ソフトウェア) (自社利用ソフトウェア)
従来投資その他の資産の「その 従来投資その他の資産の「その
他」に計上していた自社利用のソ 他」に計上していた自社利用のソ
フトウェア については、｢研究開 フトウェアについては､｢研究開発
発費及びソフトウェアの会計処理 費及びソフトウェアの会計処理に
に関する実務指針｣(日本公認会計 関する実務指針｣(日本公認会計士
士協会・会計制度委員会報告第12 協会・会計制度委員会報告第12号
号平成11年３月31日）における経 平成11年３月31日）における経過
過措置の適用により、従来の会計 措置の適用により、従来の会計処
処理方法を継続して採用しており 理方法を継続して採用しておりま
ます。ただし、同報告により上記 す。ただ し、同報告により上記
に係るソフトウェアの表示につい に係るソフトウェアの表示につい
ては、投資その他の資産の「その ては、投資その他の資産の「その
他」から無形固定資産に変更し、 他」から無形固定資産に変更し、
減価償却の方法については、社内 減価償却の方法については、社内
における見込利用可能期間(５年) における見込利用可能期間(５年)
にもとづく定額法によっておりま に基づく定額法によっておりま
す。 す。

(事業税)
前中間会計期間において「販売費
及び一般管理費」に含めて表示し
ていた事業税は、当中間会計期間
より「法人税、住民税及び事業
税｣に含めて表示しております。
この変更により前中間会計期間と
同一の方法によった場合と比較
し、販売費及び一般管理費は
50,290千円少なく、経常利益およ
び税引前中間純利益は同額多く計
上されて おります。

(税効果会計の適用)
当期から税効果会計を適用してお
ります。この適用に伴い、税効果
会計を適用しない場合と比較し、
繰延税金資産527,597千円(流動資
産78,984千円投資その他の資産
448,612千円)が新たに計上される
とともに、当期純利益は37,211千
円、当期未処分利益は527,597千
円多く計上されております。

(退職給付会計)
当中間会計期間から退職給付に係る
会計基準(｢退職給付に係る会計基準
の設定に関する意見書｣(企業会計審
議会 平成10年6月16日))を適用して
おります。
この結果、従来の方法によった場合
と比較して、経常利益は16,442千円
少なく、税金等調整前中間純利益は
25,923千円多く計上されておりま
す。
また、退職給与引当金は、退職給付
引当金に含めて表示しております。

(金融商品会計)
当中間会計期間から、金融商品に係
る会計基準(｢金融商品に係る会計基
準の設定に関する意見書｣(企業会計
審議会 平成11年1月22日))を適用し
ております。
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前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度
自 平成11年４月１日 自 平成12年４月１日 自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日 至 平成12年９月30日 至 平成12年３月31日

この結果、従来の方法によった場合
と比較して、経常利益および税金等
調整前中間純利益は27,874千円少な
く計上されております。

(外貨建取引等会計基準)
当中間会計期間から、改訂後の外貨
建取引等会計基準(｢外貨建取引等会
計処理基準の改定に関する意見書｣
(企業会計審議会 平成11年10月22
日))を適用しております。
この変更による損益への影響はあり
ません。
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注 記 事 項
（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度 末
(平成11年９月30日現在) (平成12年９月30日現在) (平成12年３月31日現在)

※ ※ ※1.有形固定資産の減価償却累計額 1.有形固定資産の減価償却累計額 1.有形固定資産の減価償却累計額
9,837,319 千円 9,916,643 千円 9,854,726 千円

※ ※ ※2.担保資産及び担保付債務 2.担保資産及び担保付債務 2.担保資産及び担保付債務
担保に供している資産およびこ 担保に供している資産およびこ 担保に供している資産およびこ
れに対応する債務は次のとおり れに対応する債務は次のとおり れに対応する債務は次のとおり
であります。 であります。 であります。

（イ） （イ） （イ）担保に供している資産 担保に供している資産 担保に供している資産
建物 248,027 千円 建物 220,516 千円 建物 238,348 千円
機械及び装置 127,718 機械及び装置 100,552 機械及び装置119,217
土地 258,441 土地 222,201 土地 222,201
有 形 固 定 資 産 そ の 他 有 形 固 定 資 産 そ の 他 有 形 固 定 資 産 そ の 他･ 5,804 ･ 5,193 ･ 5,432
無形固定資産 6,110 無形固定資産 6,110 無形固定資産 6,110

計 646,102 計 554,575 計 591,311

（ロ） （ロ） （ロ）上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務
一年内返済予定長期借入金 一年内返済予定長期借入金 一年内返済予定長期借入金55,600 千円 55,600 千円 55,600 千円
長期借入金 170,700 長期借入金 115,100 長期借入金 142,900

すべて工場財団に係るものであ すべて工場財団に係るものであ すべて工場財団に係るものであ
ります。 ります。 ります

※ ※ ※3.主な外貨建資産 3. 3.主な外貨建資産
預金 505 (54,065 ) 売掛金 512 (54,410 )千米ドル 千 円 千米ドル 千 円
売掛金 498 (53,297 )千米ドル 千 円

※ ※ ※4. 4.中間期末日満期手形の処理につ 4.
いて
中間期末日満期手形の会計処理
は、手形交換日をもって決済処
理しております。なお、当中間
期末日が金融機関の休日であっ
たため、次の中間期末日満期手
形が中間期末残高に含まれてお
ります。
受取手形 138,873 千円

※ ※ ※5.消費税等の取扱い 5.消費税等の取扱い 5.
仮払消費税等および仮受消費税 同 左
等は相殺のうえ未払消費税等と
して表示しております。
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度
自 平成11年４月１日 自 平成12年４月１日 自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日 至 平成12年９月30日 至 平成12年３月31日

※ ※ ※1.営業外収益のうち主なものは次 1.営業外収益のうち主なものは次 1.営業外収益のうち主なものは
のとおりであります。 のとおりであります。 次のとおりであります。
受取利息 5,536 千円 受取利息 3,650 千円 受取利息 11,346 千円
受取配当金 8,160 受取配当金 8,502 受取配当金 14,635

※ ※ ※2.営業外費用のうち主なものは次 2.営業外費用のうち主なものは次 2.営業外費用のうち主なものは
のとおりであります。 のとおりであります。 次のとおりであります。
支払利息 5,521 千円 支払利息 4,160 千円 支払利息 10,882 千円
投資有価証券評価損 投資有価証券評価損42,701 114,303

※ ※ ※3. 3.特別損失のうち主なものは次の 3.
とおりであります。
役員退職慰労金 240,400千円

4.減価償却実施額 4.減価償却実施額 4.減価償却実施額
有形固定資産 294,641 千円 有形固定資産 266,685 千円 有形固定資産 610,349 千円
無形固定資産 41,455 無形固定資産 42,582 無形固定資産 83,904
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（リ－ス取引関係）

前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度
自 平成11年４月１日 自 平成12年４月１日 自 平成11年４月１日
至 平成11年９月30日 至 平成12年９月30日 至 平成12年３月31日

リース物件の所有権が借主に移転 リース物件の所有権が借主に移転 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ すると認められるもの以外のファ すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 イナンス・リース取引 イナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、 (1)リース物件の取得価額相当額、 (1)リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額および中 減価償却累計額相当額および中 減価償却累計額相当額および期
間期末残高相当額 間期末残高相当額 末残高相当額

取得価額 減価償却 中間期末 取得価額 減価償却 中間期末 取得価額 減価償却 期 末
累 計 額 残 高 累 計 額 残 高 累 計 額 残 高

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

千円 千 円 千円 千円 千 円 千円 千円 千 円 千円機械及び 機械及び 機械及び106,260 57,051 49,208 90,925 50,435 40,489 90,925 42,776 48,148装 置 装 置 装 置

そ の 他 そ の 他 そ の 他300,110 186,478 113,631 206,675 124,566 82,109 219,303 114,565 104,737

合計 合計 合計406,370 243,530 162,840 297,600 175,001 122,599 310,228 157,341 152,886

(2)未経過リース料中間期末残高相 (2)未経過リース料中間期末残高相 (2)未経過リース料期末残高相当
当額 当額 額

１年内 64,418 千円 １年内 57,613 千円 １年内 60,161 千円
１年超 105,805 １年超 71,147 １年超 99,231
合計 170,223 合計 128,760 合計 159,392

(3)当中間期の支払リース料、減価 (3)当中間期の支払リース料、減価 (3)当期の支払リース料、減価償却
償却費相当額および支払利息相 償却費相当額および支払利息相 費相当額および支払利息相当額
当額 当額
支払リース料 47,820千円 支払リース料 33,554千円 支払リース料 90,277千円
減価償却費相当額 42,391 減価償却費相当額 20,287 減価償却費相当額 80,380
支払利息相当額 3,981 支払利息相当額 4,621 支払利息相当額 7,461

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残 同 左 同 左
存価額を零とする定額法によっ
ております｡

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取 同 左 同 左
得価額相当額との差額を利息相
当額とし、各期への配分方法に
ついては、利息法によっており
ます。
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(有価証券関係)

当中間連結会計期間に係る「有価証券」及び前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」については、中間
連結財務諸表における注記事項として記載しております。

(当中間会計期間) (平成12年９月30日現在)
子会社株式及び関係会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

(前中間会計期間) (平成11年９月30日現在)

有 価 証 券 の 時 価 等
(単位:千円)

種 類 中間貸借対照表計上額 時 価 評価損益

流動資産に属するもの
株 式 4,345 5,590 1,244
債 券 － － －
そ の 他 － － －

小 計 4,345 5,590 1,244

固定資産に属するもの
株 式 683,224 884,520 201,296
債 券 － － －
そ の 他 502,002 496,081 △ 5,921

小 計 1,185,226 1,380,601 195,375

合 計 1,189,572 1,386,191 196,619

(注) 1.時価の算定方法
(1)上場有価証券

主に東京証券取引所の最終価格によっております。
(2)店頭売買有価証券

日本証券業協会が公表する売買価格によっております。
(3)非上場の証券投資信託の受益証券

基準価格によっております。
2.開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額
固定資産に属するもの
非上場株式(店頭売買株式を除く) 433,641 千円
マネー・マネジメント・ファンド 538,964
中期国債ファンド 203,623
非上場外国債券 1,000,000

(デリバティブ取引関係)

当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、中間連結財務諸表における注記事項として記載して
おります。

前中間会計期間 (自平成11年４月１日 至平成11年９月30日)
当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２．そ の 他

該当事項はありません。


